
指定都市市⾧会

多様な大都市制度実現プロジェクト 担当市⾧

川崎市⾧ 福 田 紀 彦

多様な大都市制度の早期実現に向けて

令和８年９月２４日

－人口減少時代における持続可能な行政サービスの提供に向けた取組－



特別市制度を提案する背景とその意義
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※出典：国土交通省「国土形成計画（全国計画）関連データ集」

全国の自治体が加速度的な人口減少に直面
多くの自治体が消滅の可能性

2050年 人口規模別の人口減少率

▲7.1％

▲15.5％ ▲21.1％
▲26.8％

▲37.6％

▲51.2％全国平均（19.8％）

※人口戦略会議資料（令和6（2024）年4月24日公表）を基に作成

2050年 消滅可能性自治体 744自治体

状況自治体数分類

2050年までに若年女性人口が
半減以下744消滅可能性

他地域からの人口流入に依存
出生率低い25ブラックホール型

将来も自治体が持続する
可能性が高い65自立持続可能性

上記分類には該当しないが
減少傾向895その他

▎自治体の消滅可能性

我が国に対する危機意識

2



今後も持続可能な形で行政サービスを提供していくためには、
大都市や都道府県が果たす役割も重要となる

（事務量）

Ａ市 Ｃ市 Ｄ市Ｂ市

単独で担えない
行政事務の範囲

大都市や都道府県による
連携や補完・支援も想定することが必要

 人口減少時代においても、住民に身近な基礎自治体（市町村）が行政サービスを
担い続けることが求められる。

 しかし、今後は、単独の市町村では対応が困難な行政事務が増加するおそれがある。

市町村が担うべき最低限の事務量
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人口減少が及ぼす自治体運営への影響



東京都の人口推移

※出典：令和３（2021）年経済センサスより作成

人口上位5都府県を抜粋

2,981 

287 
529 

301 
89 

1,553 
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東京都
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大阪府
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その他

資本金10億円以上企業数

全体の52％
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＋9万人

（単位：人）（単位：万人）

※出典：総務省「【総計】令和７年住民基本台帳人口・世帯数、令和６年人口動態（市区町村別）」より作成

他都市からの人口流入により、東京都では圧倒的な「社会増」

我が国に対する危機意識

今後は東京都のみ人口が増加する見込み、大企業は東京都に偏在

0

▎東京都への一極集中の状況
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明治 4（1871）年 廃藩置県 全国に305府県

明治21（1888）年 県の大合併 47道府県の形が確立 15,859市町村

昭和22（1947）年 地方自治法施行・一層制の特別市制度創設

昭和31（1956）年 地方自治法改正・指定都市制度の成立

令和 8（2026）年 現在 47都道府県 1,741市区町村

約７０年間、
指定都市制度は変わっていない

１３５年以上、
県の形、二層制の体制は変わっていない

我が国の地方自治制度の歴史

地方自治の構造は硬直的で、環境変化に対応できない状況
将来を見据え、地方自治制度の抜本的な見直しを行う時期に来ている 5



新たな大都市制度「特別市」

 現在の政令指定都市の制度
 事務と財源のアンバランス

や二重行政等に課題

指定都市制度
（現在の制度）

 指定都市等の市町村を廃止、
特別区に再編

 事務・財源を再編し、
二重行政を解消

 都道府県の区域外となる
新たな地方自治体を設け、
二重行政を解消

二層制 二層制 一層制

特別区設置制度
（いわゆる都構想）

特別市制度
（法制化を目指すもの）

大都市制度

地域の実情に応じて
ふさわしい大都市制度を選択できるようにすべき

法制度化への提案

1956年創設 2012年創設

▎新たな大都市制度の創設
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基礎自治体として解決すべき様々な行政課題

医療・介護

  我が国の危機的状況が見込まれる中、 
      行政サービスの充実や都市の成⾧による成果を、 
      市民はもとより、周辺自治体も含めた圏域、さらには日本全体に還元していく 

【特別市の成果を市域外にも広く還元】

【特別市による水平連携、周辺地域への波及】
遠隔地連携も

安全・安心の
まちづくり

大規模災害
感染症対策

インフラ
公共交通

デジタル化
対応

産業・テクノロジー
労働力 子育て・教育

環境問題

J市

自治体間の連携強化によって行政課題を解決しながら、圏域を発展

▎特別市が果たすべき責務

人口減少時代に特別市が果たすべき責務
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【特別市制度の実現による持続可能な行政サービス提供の姿】

特別市と道府県がそれぞれの役割に注力・連携することで、
日本全体における持続可能な行政サービスの提供が可能になる

市町村 指定都市

都道府県
画一的な二層制

からの脱却

• 特別市は、近隣自治体等との水平連携の中心的役割を果たす
• 道府県は、連携が困難な地域に対する垂直補完の役割を果たす

地方行政推進体制のあり方を
抜本的に見直すことが必要
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▎特別市と道府県の役割分担・連携

人口減少時代における「特別市」と「道府県」の役割分担や連携



特別市制度に関する論点
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将来を見据えた地方自治制度の選択肢として提案
• 将来にわたり、都道府県・市町村が持続可能な行政サービスを提供するための新たな地方自治制度

の選択肢の一つとして提案

特別市制度に関する基本的な考え方
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他の市町村、住民及び事業者への影響にも十分配慮していく
• 他の市町村等への影響にも十分配慮した制度設計を想定
• 住民生活や地域経済、事業活動への影響を十分に検証し、関係者の理解を得ながら検討を進めていく

自治体間の連携・協調をさらに強化するもの
• 広域的な行政課題への対応は、行政区域のみによって成立しているものではなく、様々な自治体

や事業者との信頼や協力関係によって支えられているもの
• 道府県や市町村との連携・協調の関係を引き続き重視する考えであり、特別市制度の導入は、

連携体制を深化させるもの
• 同じ基礎的な自治体として、市町村との水平連携・補完を制度的に推進・強化していく
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県と指定都市の双方が関与する行政分野（いわゆる「二重行政」）

• 私立幼稚園等の認可・指導監督（学校教育法、私立学校法、子ども・子育て支援法等）
• 都市計画事業の認可等（都市計画法）
• 急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域の指定等（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律等）
• 交通安全対策・交通規制（道路交通法、交通安全対策基本法等）
• 新たな感染症など危機事象への対応（新型インフルエンザ等対策特別措置法等）

参考）指定都市市⾧会における道府県の関与による支障事例の調査結果
支障事例数事業数

117件73事業
※令和６(2024)年６～８月 指定都市全20市を対象に調査を実施

※令和６(2024)年11月 指定都市市⾧会「総務・財政部会」でとりまとめ

 現行制度では、各種許認可、都市基盤整備、防災等の多くの分野において、県と指定都市の双方が関与している。
 その結果、政策形成や事業実施に当たり、継続的な協議・調整が必要となっており、迅速な対応や一体的な行政運営

に課題が生じている。
 また、調整や意思決定に人員や事務負担を要し、行政運営の効率性の観点からも課題が生じている。
 さらに、住民から見ても行政サービスの責任主体が分かりにくい状況となっている。

具体的な事例

これらは個別の制度改正や運用改善のみでは解決できない構造的な課題となっている。
法令上整理されていることのみをもって、非効率等の課題が存在しないことを意味するものではない。



論点の内容

 広域自治体（道府県）が担ってきた調整機能への影響（例：医療、都市計画、災害対応など）

 道府県全体としての行政サービス低下

 あらかじめ丁寧な事前協議や、道府県と特別市の連携や特別市と市町村の連携を行っていくこと
で、適切に対応することが可能であり、道府県の調整機能に支障を生じさせるものではない

 特別市が主体的に広域的視点を担う
（生活様式や人の移動の広域化を踏まえたサービス提供、人口減少社会におけるサービス維持・効率化、

圏域で共有する行政課題の共同解決、圏域の発展・経済成⾧を見据えた連携）

 都道府県とも連携し、それぞれの役割を踏まえた相互補完的な広域対応の実施

 実効性を高めるため、必要に応じて制度的手段の整備を検討する必要性
（協定・計画等に基づく役割や対応体制の明確化、必要に応じた国の関与・調整の枠組み）

基本的な考え方
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広域的な調整機能に関する論点と基本的な考え方

▎道府県が担ってきた広域的な調整機能について



① 特別市は圏域の核となり、圏域内の市町村に対する水平連携・水平補完を強化（特別市の責務として明確化）

② 道府県は、大都市以外の市町村に対する垂直補完を重点化（リソース配分最適化）

③ 特別市は広域自治体の役割として、都道府県とも連携（役割拡大に伴う連携）

④ 大都市圏域外との連携についても、DXの推進等により強化（更なる広域化）

現行 特別市法制化後

都道府県

大都市圏域

道府県

特別市

道府県

指定都市

新しい時代にふさわしい市町村間の連携・都道府県との役割分担

 現行制度においても、指定都市は豊富な地域資源を活用し、他市町村との連携を積極的に実施
 特別市の法制化により、従来の二層制に捉われない、水平的関係による広域連携体制を構築

13

機能強化の方向性



取り組み内容分野

• 周辺自治体との市域を跨いだ病院の再編統合
• 周辺自治体の市民病院との診療の相互連携による地域医療提供体制確保
• 予防接種・乳幼児健診等の相互受け入れ
• 圏域を対象に救急医療相談を受け付ける救急相談センター（＃7119）を指定都市が設置・運営
• 将来の火葬需要の増加に対応するため、周辺自治体と指定都市で火葬場を整備

医療・衛生

• 周辺自治体の消防事務の受託、消防指令システム・はしご付き消防自動車の共同運用
• 119番通報受付や出動指令の集約化等、消防指令事務の共同運用
• 指定都市の消防ヘリコプターを周辺自治体の消火活動等に活用
• 指定都市が保有する鑑識資機材等を周辺自治体へ提供し、技術支援を実施

消防・救急

• 周辺自治体の上下水道事業を受託
• 周辺自治体の水道事業を統合
• 災害時の応急給水や資材調達等、水道事業における技術協力協定の締結

上下水道

• 周辺自治体の可燃ごみを指定都市が保有する焼却施設で処理
• 災害発生時の廃棄物への対応について、周辺自治体との相互支援体制を構築
• 次世代エネルギーの利用拡大、地球温暖化対策にかかる周辺自治体との連携協定の締結

環境

＜参考＞指定都市による広域連携事例
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＜参考＞指定都市による広域連携事例

取り組み内容分野

• 相互利用のニーズが高い地域における保育所等の共同整備と管外保育の推進
• 図書館、公立夜間中学等の市施設の周辺自治体との相互利用

子育て・教育

• 指定都市を含む二つの連携中枢都市圏が協定を締結し、産業振興や観光振興等の分野で連携事業を実施
• 周辺自治体との連携により共同の観光プロモーション、ツアー商品造成等を実施
• 周辺自治体と連携した新たな販路獲得や商品開発のための伴走支援の実施
• 地域活性化や移住促進にかかる周辺自治体との共同イベントの開催

産業・
地域活性化

• 周辺自治体職員が参加可能な外部専門人材による研修等を指定都市が実施
• 指定都市が技術職員を確保し、圏域の自治体に派遣

専門人材・
人材育成

• 周辺自治体職員が参加可能なＤＸ人材育成研修を指定都市が実施
• 周辺自治体とのＧＩＳ等の共同調達・共同利用
• 地域ＤＸの促進にかかる周辺自治体との共同イベントの開催

自治体ＤＸ
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財源に関する論点と基本的な考え方

▎道府県及び道府県内自治体の財源について

論点の内容

 税源移譲等による道府県及び周辺自治体の財源不足

 道府県内の行政サービス低下

 役割分担の見直しに応じた適切な税財源配分

 財源配分に著しい不均衡が生じる場合は、必要に応じて調整の仕組みの導入について検討する
必要性

 過去にも、県費負担教職員の移管や市町村合併等の大きな変動が生じる場合には、様々な形で
影響を抑える手法が導入されていることも踏まえることが必要

 国と協議をしながら、丁寧な調整を行うことにより、制度的な対応も可能

基本的な考え方



収支歳入歳出

△13億円+3,497億円
（うち交付税+290億円）

+3,511億円
兵庫県の収支 +13億円
交付税及び譲与税配付金
特別会計への影響なし

特別市実現による財政的なシミュレーション

▎神戸市による試算結果（第３４次地方制度調査会第４回専門小委員会（令和８（2026）年４月15日）神戸市ヒアリング資料より作成）
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▎横浜市、川崎市及び相模原市による試算結果（「特別市に関する三市の考え方」（令和８（2026）年９月１日）より作成）

（参考）三市移行相模原市川崎市横浜市

－▲ 119億円
（うち交付税＋170億円）

+ 93億円
（交付税増減なし）

▲ 41億円
（うち交付税＋66億円）三市の収支

＋ 134億円
（うち交付税▲170億円）

＋ 119億円
（うち交付税▲170億円）

▲ 27億円
（うち交付税＋67億円）

＋ 41億円
（うち交付税▲66億円）

神奈川県の
収支

様々なシミュレーション結果があることを踏まえ、
影響に配慮した財政調整措置をあらかじめ検討することが重要

一方で、神奈川県の試算 神奈川県は約△680億円
（「特別自治市構想に対する神奈川県の見解」（令和４(2022）年３月16日）より）



 特別市制度は、「事務に見合った財源が配分される」という地方行財政の考え方に基づくもの

 道府県及び道府県内市町村の行政運営や住民サービスに支障を生じさせることなく、
道府県全体として持続可能な財政運営が可能となる制度設計を目指す。

必要に応じた財政調整措置等の例としては、次のような手法などが考えられる。

• 財源超過額に着目する手法
特別市となることにより財源超過額が増加する場合、その増加額の一部を県に対する財政調整交
付金等として活用し、県が担う広域行政や市町村支援機能の維持に充てる手法

• 留保財源に着目する手法
必要額を精査の上、留保財源比率を柔軟に設定することにより、留保財源への影響を抑える手法
（参考：県費負担教職員の市費移管における措置）

• 普通交付税算定上の合併算定替や合併特例債に準じた措置
（参考：市町村合併にかかる財政措置）
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財源に関する論点と基本的な考え方

▎参考：財政調整措置のイメージ



道府県有施設の取扱い

 特別市移行に向けた協議の中で周辺住民の利用実態や施設の性質等を踏まえ、施設の
移管・統廃合、費用負担も含めて個別に検討

 道府県民や特別市民の利便性の観点から、当面、特別市域に配置する可能性も想定

住民代表機能

 権限と責任が明確されることにより、住民意思をより直接的に反映できる行政運営
の実現が可能

 区の常任委員会等の設置や、区⾧を議会同意が必要な特別職とすることの検討

 行政区域の単位にとらわれず、より小規模な単位で住民意思を行政運営に反映する
仕組みも想定

道府県有施設、住民代表機能に関する論点
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特別市の設置

指定都市等及び都道府県の各議会の議決
（特別市設置協議会の設置）

特別市設置協定書の作成

住民投票（※）

指定都市等及び都道府県の各議会の議決
（特別市設置協定書の承認）

特別市の設置 地方自治法に条文新設を想定

特別区の設置

市町村及び道府県の各議会の議決
（特別区設置協議会の設置）

特別区設置協定書の作成

住民投票

市町村及び道府県の各議会の議決
（特別区設置協定書の承認）

特別区の設置
大都市地域における特別区の設置に関する法律

申請に基づく都道府県合併

関係都道府県議会の議決

申請に基づく都道府県合併
地方自治法第6条の2

参考① 参考②

指定都市等及び都道府県の共同申請

国会の承認、総務大臣の告示

市町村及び道府県の共同申請

総務大臣の告示

関係都道府県の申請

国会の承認、総務大臣の告示

※住民投票 特別市に移行する基礎自治体のあり方を問うものであり、特別市に移行する市民には、
道府県の区域外となることや、道府県知事・議会議員の選挙権がなくなるなどの影響が発生

⇒ 住民投票を行う範囲は、特別市に移行する「市民」と考える。

「多様な大都市制度実現プロジェクト報告書」(令和７(2025)年11月）において、これらの考え方を反映した法制化案を作成 20

「特別市」への移行手続に関する論点



 人口減少や東京都への一極集中が加速する中、持続可能な社会と更なる成⾧を実現
するためには、「もはや待ったなし」の状況

 ⾧年変わらない硬直的な地方自治構造から脱却すべく、抜本的な地方自治制度改革
の議論が必要

人口減少時代における持続可能な行政サービスの提供に向けて

▎我が国が迎えている現状

21

▎持続可能な未来に向けて

我が国がこの困難を乗り越えていくためには、
全国知事会と指定都市市⾧会が、持続可能な未来の実現

に向けた考え方を共有していくことが不可欠

是非とも建設的な議論を進めさせていただきたい



参考資料
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地方制度調査会の審議項目に対する現時点の整理

令和８年７月 指定都市市⾧会「多様な大都市制度実現プロジェクト」資料

23



国全体で、将来にわたり、持続可能かつ最適な形で行政サービスを提供するための方策が課題となる中、大都
市地域はどのような役割を果たしていくべきと考えられるか。

審議項目１ ① 大都市地域が果たすべき役割

 人口減少等により厳しい状況下にある市町村を支え、持続可能かつ最適な形で行政サービスを提供
し続けるためには、地域の特性を踏まえた市 町 村 間 の 水 平 連 携 や 都 道 府 県 の 補 完 ・ 支 援などを組み
合わせながら、複層的に支えていく体制が必要であると考えている。

 その際、大都市地域に限らず、非大都市地域も含めた全 国 的 な 持 続 可 能 性 の 確 保という視点を持ち、
地域間で支え合う構造を構築していくことが重要である。

 大都市は、当該地域が有する地域資源を最大限に活用し、市町村間の水 平 連 携 を 推 進 す る 役 割を果
たすとともに、大都市が市域内における道府県の業務を担うことで、道府県が市町村の補完・支援
へリソースを集中することを可能とする役割を果たすものと考えている。

 また、大都市圏は、都道府県を超えた人やモノの活発な移動により複数の都道府県をまたがって生
活圏・経済圏を形成している場合があり、そのような圏域においては、都道府県単位ではなく、圏
域 で 一 体 的 な 対 応を行う必要があるものと考えている。

 加えて、我が国が持続可能な社会と更なる成⾧を実現するためには、効率的かつ機動的な大都市経
営を可能とすることで、大都市が圏域全体の経済成⾧を牽引し、国際競争力を高めることが必要に
なると考えている。

■考え方
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大都市地域が果たすべき役割に照らし、今後あるべき大都市制度をどのように考えるべきか。

審議項目１ ② 大都市地域が果たすべき役割

 前述のとおり、大都市地域には、広域的な行政需要への対応や基礎自治体間の連携の推進など、国
全体の持 続 可 能 な 行 政 サ ー ビ ス の 確 保 に 資 す る 役 割が求められており、これらの役割を力強く果た
すことができる大都市制度が必要であると考えている。

 その際、大都市地域は、その規模や歴史・文化、地域で果たす役割など、それぞれが異なる特性を
有していることを踏まえ、地 域 の 実 情 に ふ さ わ し い 大 都 市 制 度を自ら選択できることが重要である
と考えている。

 しかし、現在の大都市制度は、昭和31（19 5 6）年に暫定的に創設された指定都市制度と、平成24
（20 1 2）年に創設された特別区設置制度に限られており、道府県と市の役割分担に起因する意思
決定の遅れや非効率が生じるなど、地域によっては、これらの制度のみでは都市課題に対し十 分 な
対 応 が 図 れ ず、その結果として地域の持続可能性の確保にも課題が生じている。

 このため、地域の実情に応じて多様な制度から選択可能とする観点から、新たな大都市制度として
「 特 別 市 」 の 法 制 化を早期に実現する必要があると考えている。

■考え方
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考え得る大都市制度の一つとして提案がなされている「特別市」については、制度化した場合の国全体におけ
る意義や住民にとってのメリット・デメリットをどのように考えるか。

審議項目２ いわゆる「特別市」の意義

 特別市が制度化された場合の国全体における意義としては、人口減少時代において求められる大都
市地域の役割を最大限に発揮し、行 政 サ ー ビ ス を 持 続 可 能 な 形 で 提 供していくことに寄与する点が
挙げられる。

 具体的には、特別市が圏域における市町村間の連 携 の 中 心 的 役 割を果たすことで、都道府県は、広
域的な調整機能に加え、自力での対応が難しい市 町 村 へ の 支 援 に 重 点 的に取り組むことが可能とな
る。このように、特別市と都道府県の役 割 分 担 の 明 確 化と行 政 機 能 の 最 適 配 分が図られることで、
人口減少等により厳しい状況にある地域も含め、全国的に持続可能な行政サービスの提供体制の構
築に繋がるものと考えられる。

 また、経済的な側面として、圏域の発展を通じて我が国の更なる成⾧を実現することも挙げられる。
特別市の実現により、自立的かつ一体的な大都市経営が可能となり、インフラ整備や土地利用、産
業政策等における意思決定の迅速化が図られることで、経 済 活 動 を 促 進 し や す い 環 境が整う。その
結果、域外からも企業や人材、投資の呼び込みが進み、特別市を中心とした圏域の活性化や我が国
の国際競争力の強化にも繋がることが期待される。

 さらに、こうした特別市を核とする圏域が複数形成されることで、その効果が全国に波及し、多 極
分 散 型 の 持 続 可 能 な 社 会の構築に寄与するとともに、東京都への一極集中により生じる課題の解決
にも資するものと考える。

■考え方
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考え得る大都市制度の一つとして提案がなされている「特別市」については、制度化した場合の国全体におけ
る意義や住民にとってのメリット・デメリットをどのように考えるか。【続き】

審議項目２ いわゆる「特別市」の意義

 特別市内の住民にとってのメリットとしては、特別市が市域内の行政サービスを一元的に担い、効
果的な施策を展開できるようになることで、市域内における投 資 還 元 や 手 続 の 迅 速 化による経済の
好循環が生み出す都市の発展、災害対策や感染症対策への迅速・的確な対応、施策の自由度向上や
情報の一元化による市民生活の充実・利便性の向上などの効果が期待できる。

 一方で、行政区域が変更となることに伴う支 障 が 生 じ な い よ う、これまで利用してきた道府県有施
設の利用や、住所変更に伴う各種手続などに十 分 配 慮する必要がある。加えて、制度移行に伴う一
時的な行政コストの増加や、行政組織の再編に伴う影響にも適切に対応していくことが求められる。

 また、行政機能が一元化され、意思決定の主体が集約されることにより、住民と行政との距離が心
理的に遠くなるのではないか、あるいは地域ごとの実情やニーズが十分に施策に反映されにくくな
るのではないかといった指摘もあるが、特別市への移行は基本的に市域の拡大を伴うものではなく、
当該住民に対する基礎自治体の役割は何ら変更されるものではない。

 いずれにしても、特別市の制度化に当たっては、住民サービスの向上というメ リ ッ ト を 最 大 限 に 発
揮しつつ、制度移行に伴う負担の軽減やきめ細かな地域ニーズへの対応を図るなど、円滑な運用に
向けた工夫を講じていくことが重要である。

■考え方
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これまで都道府県が担っていた広域事務や連絡調整事務への影響として、どのようなものがあるか。また、こ
れについての対応方策について、どう考えるか。

審議項目３－１ ① 広域事務への影響等

 地方制度調査会の資料においては、警 察 事 務、医 療 提 供 体 制 の 確 保 に 関 す る 事 務及び都 市 計 画に関
する事務について論点が示されており、これらの事務については、あらかじめ丁寧な事前協議を行
い、道府県と特別市の連携や特別市と市町村の連携を行っていくことで、適切に対応していくこと
が可能であると考えている。

 一方、特別市が道府県の区域外となることに伴い、道府県の広域事務や連絡調整事務の対象範囲が
縮小されることから、道府県はその人的・財政的資源をより重点的に配分することが可能となり、
市町村に対する支 援 機 能 の 充 実に繋がることも想定される。

■考え方
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 特別市は、道府県の区域外となることから、当該区域の警察事務については、都道
府県警察の所管から外れることになる。このため、当該区域の警察事務は特別市が
自ら担うことを基本とすることが適当である。また、地域の実情に応じて、公安委
員会や警察本部の共同設置を含めた警察事務の共同処理など、道府県と特別市が共
同で事務を担うことも可能とすることも考えられる。

 広域犯罪・応援体制への対応については、現行においても都道府県警察間の連携・
広域捜査による対応が警察庁による調整下で図られていることから、特別市が警察
事務を担う場合においても、同様の対応によって大きな支障は生じないものと考え
ている。

 警察本部の設置や人員確保に伴うコストの増加や組織分割については、一定の課題
として認識はしているが、特別市が警察事務を担うことで、防犯、危機管理、福祉
等の関連行政分野との連携強化や、これらの関連行政分野に係るコスト削減、地域
の実情に応じたきめ細かな治安対策の実施、意思決定の迅速化など、住民に身近な
行政としての機動性・実効性の向上が期待される。

 特別市と残存する道府県とで警察組織を共同設置する場合については、現行法上、
公安委員会の共同設置が認められていないが、特別市制度の検討に当たっては、警
察事務の性質や広域対応の必要性を踏まえ、必要な法整備の可能性を含めて検討し
ていくことが重要である。

 共同設置された場合の警察事務に対する⾧及び議会の関わり並びに警察の民主的管
理については、公安委員会制度を基本としつつ、その委員の選任過程等における議
会の関与などにより、担保されるものと考えられる。

警察事務
（警察庁）

○警察事務は、都道府県の単位で処理する
ことを基本としており、広域自治体であ
る都道府県と同格のものとして「特別
市」が設置された場合に、「特別市」の
単位で警察を置き、警察事務を処理する
ことは考え得るのではないか。

○警察組織としては、一定の人口規模があ
れば成立し得ると思われるが、警察本部
等を新たに設置し、人員を確保する必要
があるなど、コストの増加や分割される
ことによる非効率化という現実的な問題
が存在するのではないか。

○また、指定都市を包含するような大規模
な道府県警察には、有事の際に他県警察
を援助する役割が期待されているが、
「特別市」の設置により警察組織が分割
されると、こうした機能への影響が懸念
される。

○「特別市」と残存する道府県とで警察組
織を共同設置するという対応については、
現行法上、公安委員会の共同設置はでき
ないとされており、その可能性について
直ちに答えられるものではないが、警察
事務に対する長・議会の関わりや警察の
民主的管理の在り方をどう考えるかと
いった課題があるのではないか。

（「大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ報告書（令和７年６月）」に記載された論点）審議項目３－１ ① 広域事務への影響等
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 特別市と残存する道府県の間で協議・調整を行うための新たな仕組みを設けるこ
とで、医療資源を効率的に活用し、広域的かつ一体的な医療提供体制を確保する
ことが可能になると考える。

 その具体的な方策として、例えば、特別市と道府県及び関係自治体で構成する協
議の場の設置により、医療計画の策定・変更など、必要な調整を行う仕組みを構
築することが考えられる。これらにより、医療機関の機能連携や救急医療体制の
確保等の広域的課題についても、継続的かつ実効的な調整が可能となる。

 また、事務の性質や地域の実情に応じて、一部事務組合や共同処理、広域連合の
設置、さらには医療分野に特化した広域連携組織の構築といった多様な広域連携
手法を組み合わせることにより、より柔軟かつ実効性の高い対応を図ることも可
能である。

 医療提供体制の確保について、生活環境や患者流動の実態が都道府県域を越えて
広がっている現代においては、必ずしも都道府県の区域に限定されない、実情に
即した圏域設定と自治体間の連携により対応していくことも重要である。この点
において、特別市の設置は、従来の行政区域に捉われない広域的な医療提供体制
の構築を促進する契機となり得るものと考える。

 特別市と残存する道府県の間で協議・調整が調わなかった場合の対応については、
制度的な実効性を確保する観点から、新たな仕組みを設けるなど、国とも協議し
ながら検討されるべきものと考えているが、事案によっては地方自治法に基づく
紛争処理制度の活用も考えられると認識している。これらの仕組みにより、協議
不調による調整停滞を回避し、広域的な医療提供体制の維持を図ることが可能と
なる。

医療提供体制の確保に関する事務
（厚生労働省）

○高度・特殊な専門的医療だけでなく、一般的
な医療サービスについても、都道府県におい
て、限られた医療資源で良質かつ適切な医療
提供体制を確保する観点から、地域医療構想
による医療機関の機能分化・連携や、医療計
画に基づく救急・周産期医療提供体制の確保
等が進められている。

○また、大都市部に医師が集中している中、医
師偏在対策については、広域的に調整するこ
とが効果的であるため、都道府県において、
大都市部・非大都市部を含む取組が進められ
ているなど、実際の医療提供体制の確保は基
本的に都道府県単位で検討・調整されている。

○大学病院や医師等の医療資源の多くが大都市
部にある現状を踏まえると、「特別市」の事
務とした場合には、「特別市」と残存する道
府県の区域を含めた一体的な医療提供体制の
確保に向けた取組が行われないこと等により、
資源の効率的な活用による医療提供体制の維
持が困難となることが懸念されるのではない
か。

○こうしたことを踏まえると、「特別市」と残
存する道府県の間で協議・調整を行うための
新たな仕組みを設けることが考え得るが、そ
の場合であっても、協議・調整が調わなかっ
た場合の対応についてはなお課題があるので
はないか。

審議項目３－１ ① 広域事務への影響等（「大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ報告書（令和７年６月）」に記載された論点）
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 特別市へ移行した場合、市域内で収まる都市計画区域の指定については、周辺自治
体への影響等も考慮することを前提に、特別市が担うことが適当と考える。市域に
収まらない場合は、特別市と道府県の間で適切な調整を行うこととし、そのための
新たな仕組みを構築することが望ましいと考える。

 また、別の手法として、市域に収まらない場合には国が担うとすることも考えられ
るが、現行制度においても複数の都府県にまたがる区域の指定は国の事務とされて
いることから、その妥当性は否定されないものと考える。ただし、国の関与は広域
性・中立性が特に求められる場合に限定することが適当である。

 広域の見地から決定すべき都市施設の都市計画の決定については、既にいくつかの
事務権限は指定都市に移譲されている。道府県に残されている事務権限についても、
特別市が広域的な影響を十分踏まえて判断することを前提に担うこととし、必要に
応じて道府県との協議や関係自治体への意見聴取の仕組みを併せて検討することが
考えられる。

 都市計画事業の認可については、過去の地方分権改革推進委員会第１次勧告におい
て都市計画決定権者へ移譲すべきとされたことがあり、既に事務処理特例によって
市町村へ事務が移譲されている府県の事例が存在することからも、特別市が担うこ
とが適当と考える。

 なお、都市計画事業の認可を基礎自治体が行うことに係る適切性・公益性の担保に
ついては、審査機関の設置や外部有識者の関与など第三者性を担保する制度設計や、
事業認可と土地収用の所管部署を分けること等が考えられる。

都市計画に関する事務
（国土交通省）

○都市計画区域の指定や、特に広域の見地
から決定すべき都市施設（上下水道や一級
河川等の一部）に関する都市計画の決定に
係る事務については、都道府県が担って
いる。

○「特別市」が設置された場合、広域調整
や効率性の観点から、これらの事務を国
が行うこととすることや、「特別市」と
残存する道府県の間で広域調整を行うた
めの新たなルールを設けることが考えら
れるが、現在都道府県が担っている地域
のまちづくりに関する判断を国が行うこ
との妥当性は、論点となるのではないか。

○市町村が施行する都市計画事業の認可に
ついては、適切性・公益性を確認する必
要があるため、都道府県が行うこととさ
れている。

○「特別市」が設置された場合、「特別
市」が施行する都市計画事業の認可につ
いても新たなルールを設けることが考え
られるが、認可の事務を誰が行うことと
するべきかや、仮に国が行うこととする
場合の業務量負担は、論点となるのでは
ないか。

審議項目３－１ ① 広域事務への影響等（「大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ報告書（令和７年６月）」に記載された論点）
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広域事務については、いずれの地域でも影響が生じるものと、地域によって影響が異なるものがあるのではな
いか。

審議項目３－１ ② 広域事務への影響等

 広域事務への影響の範囲については、事 務 の 性 質 や 地 域 の 状 況、道府県がどこまで事務を担うのか
等 に よ り 異 な るものと考えている。

■考え方
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「特別市」が、当該区域以外において広域的な役割を果たすとの議論があるが、これを仕組みとして担保する
ことは可能か。

審議項目３－１ ③ 広域事務への影響等

 広域連携については、広域的な持続可能性の確保や都市課題への対応のために自治体間で任 意 に 連
携を行うものと、特別市の創設に伴い、従来一体的に処理されていた事務が制 度 上 分 か れ る こ とに
より、結果として調 整が必要となるものの双方が考えられる。

 将来を見据えると、大都市は圏域の核となり、都道府県や周辺市町村等とも連携して圏域の維持・
活性化を促進することが求められる。現在、指定都市においても、圏域全体の維持・発展に向けて、
広域的な連携・協力の取組を進めてきている。こうした認識の下、特別市には、広域にわたる地域
社会の持続的発展に資するように配慮する責務があると考えている。また、圏域における都道府県
との役割分担の下、必要に応じて、市町村等の事務を補完することも視野に入れている。

 こうしたことから、前者については、従来と同様に、関係自治体の判断に基づき柔軟に連携を行う
ことを基本としつつも、特別市を中心とした新たな広 域 連 携 の 仕 組 み の 構 築 に よ る 担 保が考えられ、
後者についても、事務の円滑な実施に支障を生じさせない観点から、既存の広域連携の仕組みの活
用や、必要に応じた制度的な対応により、適切に担保していくことが重要であると考えている。

■考え方
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広域事務以外に、都道府県が有する財産・施設や、都道府県議会議員・都道府県職員の取扱い等、「特別市」
と「残存する都道府県」に分割することが及ぼす影響として、どのようなものがあるか。

審議項目３－２ 財産・施設や議員・職員への影響等

 「特別市」と「残存する都道府県」に分割することで生じる影響については、それぞれの地域の実
情によって異なるため、都道府県と特別市による個別の協議の中で整理されるべきと考えるが、主
なものとしては、都道府県が有する財産・施設や人的体制等の取扱いが想定される。

 これらの対応策については、円滑な運用や事務の継続性を確保する観点から、あらかじめ制度設計
を行うものと、都 道 府 県 と 特 別 市 と の 協 議により個別に決定していくものの双方があると考える。

 都道府県が有する財産、施設及び負債については、周辺住民の利用実態や施設の性質等を踏まえて、
道府県との協議により、その帰属や管理の在り方を決定していくことになるものと考えている。

 特に、都道府県が有する施設については、移管や統廃合の費用負担等も含めて検討する必要がある
が、将来に向けた公共施設の適正配置を考える契機ともなりうる。また、都道府県民や特別市民の
利便性の観点から、当面は、現在の配置を前提とした運用も考えられる。

 都道府県議会議員の取扱いについては、特別市が都道府県の区域外になることに伴い、原則として
特別市の区域から選出される都道府県議会議員は存在しなくなるものと考えられる。この点につい
ては、過去の市町村合併の事例も参考にしつつ、一定期間の経過措置の設定なども含め、議会とも
十分な議論を行いながら、制 度 的 な 整 理を図っていくことが考えられる。

 都道府県職員の取扱いについては、事務の移管に応じた適切な配置等のために、専門性の高い事務
を担う職 員 の 移 管を中心に、都道府県と特別市で協議をしていくことが想定される。

■考え方
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「特別市」「残存する都道府県」「全国の地方公共団体」のそれぞれに関し、財政面でどのような影響が生じ
ると考えられるか。現行制度上、財源調整機能が及ばない財源超過額の拡大が生じる等の課題がある場合、ど
のような対応方策が考えられるか。

審議項目３－３ 財政への影響等

 地方税財政制度は、地方自治制度を財政面から支えるものであり、現行制度においては、地方交付
税制度をはじめとした様々な地方財政措置により、各自治体の事務権限に応じた財源が配分されて
いる。そのため、指定都市が特別市へ移行した場合であっても、特別市、道府県及びその他の自治
体には、そ れ ぞ れ の 事 務 権 限 に 応 じ た 財 源 が 配 分されることが基本となり、財政運営に大きな支障
が生じるものではないと考えている。

 また、水源環境保全などの広域にまたがる事務を共同処理する場合の負担金における調整も考えら
れ、そうした調整を踏まえても、なお、道府県と特別市の財源配分に著しい不均衡が生じる場合は、
現在行われている行政サービスの円滑な実施に支障が生じることのないよう、調 整 を 行 う こ と が で
き る 仕 組 み の 導 入も考えられる。

 現行制度上の財源調整機能が及ばない影響がある場合の対応については、留 保 財 源 に 着 目 す る 手 法
と超 過 財 源 に 着 目 す る 手 法が考えられ、前者については、県費負担教職員の市費移管の際と同様に、
移管する税額の基準財政収入額への算入率を引き上げることで留保財源への影響を抑える手法が、
後者については、特別市となることにより財源超過額が増加する場合は、その増加額の一部を道府
県に対する財政調整交付金等として活用する手法なども考えられる。

 関係団体から財政への影響に対する不安が示されることはあるが、特別市への移行により、他の自
治体へ影響が及ぶことのないよう、国と協議の上、検討を進めていく必要があるものと考えており、
丁 寧 な 調 整を行うことにより、対 応 可 能であるものと考える。

■考え方
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「⾧年にわたり定着してきた都道府県の区域を分割することにより、大都市制度以外にも、都道府県制度その
ものの在り方や、現在の区域を前提に行われてきた国の事務や国民生活に及ぼす影響について、どう考えるか。

審議項目３－４ 大都市制度以外への影響

 特別市制度は、人口減少時代を見据え、我が国が持続可能な社会と更なる成⾧を実現するために、
地域の実情に応じた行政体制を構築する観点から、地方自治制度の在り方を抜本的に見直すものと
して提案しているものであり、都 道 府 県 制 度 の 在 り 方についても併せて検討されるものと認識して
いる。

 本件は地方制度調査会の諮問事項とされている「国・都道府県・市町村間の役割分担」にも深く関
わるものであり、従来議論されてきた道州制などの制度も含め、多 様 な 視 点 か ら 検 討されていくも
のと認識している。

 現在の区域を前提に行われてきた国の事務については、特別市と残存する道府県それぞれが担う事
務に応じて対応されることが基本となると考えられるが、事務の性質によっては、従来の区分を基
本とした対応を行うことも考えられる。

 国の事務や国民生活に及ぼす影響として、例えば国政選挙の選挙区の取扱いの見直し等が考えられ
るが、参議院議員選挙における「合区」を参考としつつ、従来の区分を基本とした対応を行うこと
も考えられる。

 民間の活動や社会慣行の中には、都道府県区域を前提として行われてきたものも多く見られるが、
こうした事項については、必ずしも制度上の区域変更と一致させる必要はなく、従来通りの運用と
することも可能であると考えられる。このように、制 度 上 の 取 扱 い と 国 民 生 活 に 根 差 し た 実 態とを
適切に区別しながら対応することで、両 者 は 十 分 に 両 立 し 得 るものと考えられる。

■考え方
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事務配分や財産処分、施設の取扱い等が課題となることを踏まえ、事前に、指定都市と都道府県との間で協議
を行う必要性についてどう考えるか。

審議項目３－５－１ 指定都市と都道府県の間での協議

 特別市への移行に当たっては、特別市へ移行する指定都市等と道府県との間で、事務分担や財産処
分、施設の取扱い等について、あ ら か じ め 十 分 な 協 議が必要であると考える。

 そのため、指定都市市⾧会の「多様な大都市制度実現プロジェクト報告書（令和7年11月）」にお
いても、特別市への移行手続に際して、必要な事項について十分な協議を行うために、指定都市等
及び道府県で協議会を設置し、双方で協議を重ねた上で合意形成し、移行手続を進めることとして
いる。

 こうした事前協議の枠組みを設けることにより、関係団体間の役割分担や財産・施設の取扱いにつ
いて円滑な調整を図るとともに、制度移行に伴う支障を未然に防止することが可能となるものと考
えられる。

■考え方
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「特別市」の設置についての住民の意思確認の在り方として、どのような方式・どのような範囲で確認を行う
ことが適切と考えられるか。

審議項目３－５－２ 住民の意思確認

 特別市への移行については、対象となる指定都市等の住民が道府県民でなくなることなど、住民に
一定の影響が生じることに加え、大都市地域における特別区の設置に関する法律では、住民投票が
必要とされていることも踏まえ、住 民 投 票によって、住 民 の 意 思 の 確 認を行うことが適切と考えら
れる。

 特別市へ移行する指定都市等の住民については、道府県の区域外となることのほか、道府県知事や
道府県議会議員の選挙権を有しなくなるといった影響が想定される。一方で、それ以外の道府県民
に関しては、道府県が提供する住民サービスや道府県の名称等を含め、直接的な不利益となる影響
等は生じないものと考えられる。

 このため、特別市の設置は、特別市へ移行する基礎自治体の在り方を問うものであることからも、
住民投票を行う範囲については、特別市へ移行する指定都市等の住民とすることが適切であると考
える。

■考え方
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大都市地域における住民自治や住民代表機能の在り方をどう考えるか。その上で、「特別市」における住民自
治や住民代表機能の確保について、どう考えるか。

審議項目４ 住民自治等の確保

 大都市地域においては、住民ニーズの多様化やDXの進展など、地域社会を取り巻く環境が大きく
変化してきており、住民の意思を的確に反映していく仕組みの確保が一層重要となってきている。
このため、行政区域の単位にとらわれず、よ り 小 規 模 な 単 位での行政サービスの在り方をはじめ、
各地域の実情に応じた住民意思を多様な形で行政運営に反映する仕組みが求められる。

 そのため、特別市においても、行政区域の単位にとらわれない小規模な単位も含め、社会環境の変
化や地域の実情に応じた住民自治を強化するための仕組みを構築・運用していくことが考えられる。
また、特別市は、従来よりも事務・権限が拡充されることから、区の単位での住民代表機能の確保
の必要性についても言及されることがあるが、この点については、区内選出の市議会議員で構成す
る区の常任委員会等の設置と、区⾧を議会同意が必要な特別職とすることの双方の検討を前提とす
るなど、地域の実情に応じて、区 行 政 に 対 す る 議 会 の 意 思 決 定 機 能やチ ェ ッ ク 機 能 を 強 化し、区の
単位での住民代表機能を強化・担保していくことが考えられる。

 このように、特別市移行後も市域の一体性や総合力・機動性を最大限に生かせるよう、特別区のよ
うな法人格を持つ新たな自治体を設置することなく、住民自治を制度的に強化することが必要であ
ると考える。

 なお、住民自治や住民代表機能の在り方については、各議会や地域住民にも多様な見解があると考
えられることから、引き続き十 分 な 議 論を行いながら検討していくことが必要と考えている。

■考え方
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